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身体障害者療護施設の入所者における地域生活移行の阻害要因
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【論文要旨】
1’研究の背景と目的
　現在、日本の障害者施策において、入所施設か
ら地域へという動きは活発になっている。例えば、
障害者施策の基本方針となる新障害者基本計画の
中で、これまで施策の中心であった入所施設の設
立を「真に必要な場合に限定」するとしている点
から、施設入所から地域生活への移行という方針
の転換を明確なものにしていることが伺える。
　このような流れの中で、2004年度「重度障害者
の地域生活移行プログラムに関する検討」という
報告書が作成された。この報告書の協力施設であ
る身体障害者療護施設（以下療護施設）でプログ
ラムを実施したところ、定員60名の入所者の中で、
3名が地域生活移行を希望した。しかし、かなり
の入所者は入所施設での生活を希望しているのが
現状であった。このように地域生活移行の選択を
阻害する要因として、先行研究により「家族、と
くに親に負う形で介護iが展開され、親の、そして、
障害のある本人自身の疲弊の後の施設利用（入所）
という構造」（中野敏子〈1999＞「障害者福祉施設
改革の視点と展開」古川孝順編『社会福祉21世紀
のパラダイム「』誠信書房）や「家族介護の限界
への安全ネット」（小澤温編〈2003＞『よくわかる
障害者福祉』ミネルヴァ書房）という日本の入所
施設の役割、入所に至る構造が考えられた。そこ
で、本研究ではこのプログラムに参加しなかった
療護施設に入所している人々へ聞き取り調査を行
い、地域生活移行の阻害要因と日本の入所施設の役
割、仕方なく入所に至る構造との関連を明らかにし、
今後の日本の障害者福祉施策における入所施設の在
り方について検討することを目的とした。
2．研究方法
　本研究の対象者は、A身体障害者療護施設の入
所者で、地域生活を選んだ人、選ばなかった人の
中から、本研究に賛同いただいた15名を対象とし
た。地域生活移行を選択した入所者3名、選択し
なかった入所者12名の構成である。
　調査方法として、面接調査の方法をとった。面
接調査では、半構造化面接を行い、なぜ地域での
生活を選ばなかったのか、なぜ地域での生活を選
んだのかという点に焦点を当てた。また、先行研
究により、入所施設の役割、仕方なく入所に至る
構造が地域生活移行を選択しなかったことに大き
く影響しているのではと考え、入所に至るプロセ
スにも焦点を当てた。面接調査の録音から逐語ト
ランスクリプトを作成し、分析対象とし、データ
の分析としては、木下による修正版グラウンデッ
ト・セオリーの分析方法を参考にした。（木下康
仁〈2003＞『グラウンデット・セオリー・アプロ
ーチの実践一質的研究への誘い』弘文堂）修正版
グラウンデット・セオリーは、プロセスを明らか
にする分析方法として考えられているため、先行
研究によって導き出された入所前の生活や入所に
至る経緯などのプロセスと地域生活移行を選択し
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なかったプロセスそれぞれを明らかにし、それぞ
れの関連性を明らかにすることに適していると考
えられた。
　また、以上の分析作業が恣意的になることを避
け、結果の解釈の妥当性を確保するためにA身体
障害者療護施設の副施設長のB氏とピアアドバイ
ザーとして地域生活移行プログラムに参加してい
るC氏、D身体障害者療護施設の副施設長のE氏に
それぞれ客観的な視点からの意見を頂いた。
3．本論文の構成
　本論文の構成は、序「研究の背景と目的」、第
1章「地域生活移行に向けた歩み」、第2章「地
域生活移行の現状」、第3章「重度身体障害者地
域生活移行プログラムの概要」、第4章「調査概
要」、第5章「分析結果」、第6章「考察」、まと
めである。
4．結果と考察
　本研究の調査の結果から、地域生活移行を選択
しなかった入所者の概念図を作成した。地域生活
移行の選択を阻害する要因としては、「入所せざ
るを得なかった」状態などから入所することによ
り、「療護施設での生活の肯定」を確認すること
ができた。また、「地域生活における様々な不安」
と「療護施設での生活の肯定」とには、相互作用
の関係性が確認された。そこには、「療護施設で
の生活の肯定」を原因とし、「地域生活における
様々な不安」を結果とした因果関係が存在し、
「地域生活における様々な不安」を確認すること
により、「療護施設での生活の肯定」を再確認し
ていることが明らかになった。療護施設の入所者
は、これらの阻害要因と「地域生活の憧れ」など
を比較し、地域生活移行を選択しなかったと考え
られる。本研究において、地域生活移行における
阻害要因は、「地域生活における様々な不安」だ
けではなく、「療護施設での生活の肯定」、その原
因と考えられる「入所せざるを得なかった」状態
が強く影響していることが明らかになった。この
ため、入所前の「入所せざるを得なかった」状態
への取り組みが重要であり、入所待機者への療護
施設以外の生活の場の提示などの取り組みや、在
宅生活を破綻させないための支援の必要性が、本
論文の研究で明らかになった。
地域生活移行を選択しなかった入所者の概念図
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【促進要因】
T促進要因
地域生活への憧れ　ピアアドバイザーの影響
【審査および最終試験の報告】
　本論文は、わが国の障害者施策において、入所施
設から地域へという方向が明確になってきている状
況を踏まえて、障害者施設における地域移行の推進
要因と阻害要因の解明に焦点を当てた論文である。
　本研究では、先行研究で検討された地域移行のプ
ログラムをもとに、このプログラムに参加しなかっ
た入所者と参加をした入所者へ聞き取り調査を行
い、地域生活移行の阻害要因と日本の入所施設の役
割、入所に至る構造との関連を明らかにし、今後の
日本の障害者福祉施策における入所施設の在り方に
ついて検討することを目的とした。
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　本研究の対象者は、A身体障害者療護施設の入所
者で、地域生活移行を選んだ人、選ばなかった人の
中から、本研究に賛同した15名を対象とした。地域
生活移行を選択した入所者3名、選択しなかった入
所者12名の構成である。調査方法として、面接調査
の方法をとった。面接調査では、半構造化面接を行
い、なぜ地域での生活を選ばなかったのか、なぜ地
域での生活を選んだのかという点に焦点を当てた。
また、先行研究により、入所施設の役割、仕方なく
入所に至る構造が地域生活移行を選択しなかったこ
とに大きく影響しているのではないかと考え、入所
に至るプロセスにも焦点を当てた。面接調査の録音
から逐語トランスクリプトを作成し、データの分析
としては、修正版グラウンデット・セオリーの分析
方法を参考にしている。
　本論文の構成は、序「研究の背景と目的」、第1
章「地域生活移行に向けた歩み」、第2章「地域生
活の現状」、第3章「重度身体障害者地域生活移行
プログラムの概要」、第4章「調査概要」、第5章
「分析結果」、第6章「考察」、まとめである。
　本研究の調査（面接データのトランスクリプト）
の結果から、地域生活移行を選択しなかった入所
者の概念図を作成した。
　地域生活移行の選択を阻害する要因としては、
「入所せざるを得なかった」状態などから入所す
ることにより、「療護i施設での生活の肯定」が確
認することができた。また、「地域生活における
様々な不安」と「療護i施設での生活の肯定」とに
は、相互作用の関係性が確認された。そこには、
「療護i施設での生活の肯定」を原因とし、「地域生
活における様々な不安」を結果とした因果関係が
存在し、「地域生活における様々な不安」を確認
することにより、「療護施設での生活の肯定」を
再確認していることが明らかになった。
　療護施設の入所者は、これらの阻害要因と「地
域生活の憧れ」などを比較し、地域生活移行を選
択しなかったと考えられる。本研究において、地
域生活移行における阻害要因は、「地域生活にお
ける様々な不安」だけではなく、「療護施設での
生活の肯定」、その原因と考えられる「入所せざ
るを得なかった」状態が強く影響していることが、
明らかになった。このため、入所前の「入所せざ
るを得なかった」状態への取り組みが重要であり、
入所待機者への療護施設以外の生活の場の提示な
どの取り組みや、在宅生活を破綻させないための
支援の必要性が、本論文の研究で明らかにされた。
　以上の内容の発表を通して、入所前の「入所せ
ざるを得なかった」状態への取り組みとは何か、
入所後の取り組みでは何が重要なのか、身体障害
者療護施設に焦点を当てることの問題点などにつ
いて意見があった。全体としては、テーマ設定や
着眼点、データの整理方法に関して評価された。
　したがって、本論文は、社会福祉学専攻の博士
前期課程（修士）論文の水準を十分に満たしてい
ると判断された。
　　　　　　　　　　　　　　（主査　小澤　温）
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